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1．はじめに

　今回は，本連載の第 4 回で行った福岡県内市町村における県内格差の現状分析をもとに（『東
アジアへの視点』2013 年 6 月号，pp．55 ～ 66），分析範囲を九州 7 県（沖縄県を除く）と山
口県の 8 県に拡張し，前回と同様の方法で所得と生産性および産業構造の分析を行った。
　今回使用するデータは，九州 7 県および山口県の市民経済計算年報で，「市町村民所得」，「市
町村内総生産額」，「経済活動別市町村内総生産額」の 3 指標を使用した。収集期間は 2001 年
度（H13 年度）から 2009 年度（H21 年度）までの 9 年間の時系列（名目値）で（注1） 　，市町村数
は 252 である（付表 1）。
　対象県を複数にした場合，県ごとで必ずしも同質のデータが入手できるわけではない。今回
も例外ではなく，今回の分析に必要な「人口 1 人当たり市町村民所得」，「就業者 1 人当たり総
生産額」のデータがいくつかの県で作成（公表）されていない。このため，今回は，平成 12 年，
17 年，22 年の国勢調査人口および国勢調査就業人口（注2）　  から調査年と調査年との間を伸び率で
補完する形で人口と就業者データを作成し，これを用いて「人口 1 人当たり市町村民所得」，「就
業者 1 人当たり市町村内総生産額」を算出している。
　また，県によって，データを遡及改定している県や，遡及改定をしていない県（年度公表値）
が存在するが，ここでは，現時点で収集可能な数値を採用している（注3）　 。

2．九州・山口における市町村間格差

2.1　市町村間の所得格差
　九州・山口の市町村間の所得格差は「人口 1 人当たり市町村民所得」をもとに計算した。
　「人口 1 人当たり市町村民所得」は，「市町村民所得」を国勢調査人口（各年 10 月 1 日現在人口）
で除したものであるが，この「市町村民所得」は，雇用者報酬，財産所得，企業所得の合計で
あり，市町村内の法人企業などの所得を含む一方で，個人の年金や生活保護費などは含まない。
なお，「人口 1 人当たり」は個人の所得水準を表すものではなく，各市町村の経済全体の水準
を表している。
　九州・山口の市町村間の格差をみるために，前回同様，各市町村の人口規模を考慮した変動
係数を用いた。これは，各市町村で人口規模が大きく異なっており，格差の指標として人口規
模が無視できないからである。このため，市町村総人口（九州・山口合計）を 1 とした場合の
各市町村の人口割合を各市町村のウェイトとして，「人口 1 人当たり市町村民所得」に付加し，
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市町村民所得の平均 と変動係数 を求めた。具体的には，人口 1 人当たり市町村民所得を
，人口を ，人口ウェイトを とした時，以下の数式で求められる（Σは足し算）。

　また，「人口 1 人当たり市町村民所得」，「国勢調査人口」の 2001 ～ 09 年までの年平均伸び
率を用いて，データを 2020 年度（H32 年度）まで推計し，同様に変動係数を計算した。
　図 1 は所得格差に基づく変動係数を示したものである。所得格差は 2007 年に縮小に向かっ
たものの，単純予測の 2009 年以降は拡大に転じており，この傾向が続けば，将来は徐々に市
町村間の所得格差が拡大する可能性がある。

2.2　市町村別の所得水準と伸び率との関係
　次に，ここでも前回同様に地域経済の収斂性を検証する。ここでは，初期時点を 2001 年度
と仮定し，2001 年度における人口 1 人当たり市町村民所得（対数値）と 2009 年度までの年平
均伸び率（％）との散布図を描き，相関関係を調べてみた。図 2 はその様子を示したもので，
地域経済が収斂するとされる負の相関がみられるものの，決定係数（R2）は非常に低く，統計
的に相関があると判断できない。したがって，前回の福岡県と同様に，九州・山口の市町村の
経済水準が収斂する可能性は低いといえる。
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　なお，個別市町村においては，2001 年時点で所得が突出して高い光市（山口県），和木町（山
口県），芦屋町（福岡県），大津市（熊本県），苅田町（福岡県）のうち，所得の伸び率がプラ
スとなっているのは苅田町の年平均 1.53％のみである。2001 年時点から伸び率がプラスとなっ
ているのは 252 市町村中 34 市町村で，最も伸び率が高いのは玄海町（佐賀県）の 2.32％で，以下，
苅田町（福岡県）の 1.53％，嘉島町（熊本県）の 1.29％が続いている。全市町村の 87％にあ
たる 218 市町村はマイナス成長であり，特に国東市（大分県）で－12.93％と大幅なマイナス
となっており，大町町（佐賀県）の－6.31％，日出町（大分県）の－6.02％，和木町（山口県）
の－5.59％，十島村（鹿児島県）の－5.23％が続いている。
　図 3 は，期間中の平均伸び率を MAP で示したものである。九州・山口における所得の平均
伸び率は－1.05％となっており，地域経済は衰退傾向にある。また，福岡県の市町村は九州・
山口内では伸び率が高い（緑色が濃い市町村）市町村が多く，北九州市は伸び率が－0.004％
ながら，252 市町村のうちで 35 位，福岡市は－0.37％で 62 位に位置付けられている。福岡県
内で伸び率が高い市町村は県南や京築地区に多く，大分県では福岡県と隣接する中津市や竹田
市，佐伯市に，また，宮崎県，鹿児島県では両県に離接する都城市，曽於市，志布志市，肝属
町などで高くなっている。熊本県では熊本市周辺の嘉島町，菊陽町，益城町で伸びが高いもの
の，県南になるほど経済活動が停滞している状況がうかがわれる。

2.3　市町村間の生産性格差
　九州・山口の市町村間の生産性格差は「就業者 1 人当たり市町村内総生産」をもとに計算した。
　「就業者 1 人当たり市町村内総生産」は，「市町村内総生産」を市町村の就業者数で除したも
ので，「市町村内総生産」は，市町村という行政区域内の生産活動の結果生み出された付加価
値とみることができる。
　所得格差同様，九州・山口の市町村の就業者数の合計を 1 とした場合の各市町村の就業者数
の割合を各市町村のウェイトとして，「就業者 1 人当たり市町村内総生産」に付加し，上記の
数式に対して，就業者 1 人当たり市町村内総生産を ，就業者を ，就業者ウェイトを と置
き換えて，市町村内総生産の平均 と変動係数 を求めた。
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　また，「就業者 1 人当たり市町村内総生産」，「国勢調査就業人口」の 2001 ～ 09 年までの年
平均伸び率を用いて，データを 2020 年度（H32 年度）まで推計し，同様に変動係数を計算した。
　図 4 は生産性格差に基づく変動係数を示したものである。生産性格差は 2006 年までほぼ横
ばいで推移しているものの，2006 ～ 08 年にかけて減少し，2008 年以降は若干拡大傾向で推移
している。このため，単純に予測すると，将来においても徐々に九州・山口の市町村間の生産
性格差は拡大していくと思われる。

2.4　市町村別の生産性と伸び率との関係
　2.2 に示したとおり，生産性格差についても伸び率との関係に負の相関がみられれば，市町
村間の生産性格差が収斂していくと判断できる。
　そこで同様に，2001 年度における就業者 1 人当たり市町村内総生産（対数値）と 2009 年度
までの年平均伸び率（％）との散布図を描き，相関関係を調べてみた。図 5 はその様子を示し
たものであるが，決定係数（R2）は非常に低く，統計的に相関があると判断できない。この図
からは収斂の可能性はなく，図 4 と同様の結果となっている。
　2001 年時点で所得が突出して高い和木町（山口県），玄海町（佐賀県），苅田町（福岡県），
吉富町（福岡県）のうち，吉富町は伸び率が年平均－13.84％と大きく減退しており，和木町
と玄海町は若干のマイナスとなっている。苅田町は 4.20％と増加傾向にある。2001 年時点か
ら大きな伸びとなっているのは，嘉島町（熊本県），菊陽町（熊本県），苓北町（熊本県）の 3

市町であり，いずれも 5.0％以上の伸びとなっている。和木町には大規模な重化学工場が立地
しており，法人税収入により財政が豊かであることが総生産額の高さに影響している。嘉島町，
菊陽町は，2001 年以降に飲食料品や精密部品などの大規模事業所が新たに進出しており，総
生産額の増加に伴い就業者数も大幅に増加している。玄海町や苓北町は原発や火力発電所など
の立地が総生産額の伸びに影響していると思われる。
　伸び率が大幅に低下している吉富町は，主力企業の分社による他県への売上高の移転，国東
市は主力企業の業績不振によって大きなダメージを受けている。離島にある十島村や三島村，
農業主体の産山村といった小規模な町村は主要産業がないため，年々経済活動が衰退している
状況がみられる。
　図 6 は，期間中の平均伸び率を MAP で示したものである。九州・山口の平均伸び率は－0.18％
とマイナス成長となっているものの，北九州市は伸び率が 0.19％で 252 市町村のうち 119 位と
ほぼ中間に位置している。福岡市は－0.34％で 165 位である。伸び率が高い市町村（緑色が濃
い市町村）は山口県の市町村に多いのが目立っている。福岡県内では上位 10 市町村に筑紫野
市（4.90％），鞍手町（4.87％），苅田町（4.20％），大木町（3.48％）の 4 市町が入っている。
大分県では玖珠町，由布町，九重町，佐伯市，宮崎県では鹿児島県と離接する都城市，曽於市，
志布志市，肝属町などが高くなっている。熊本県では市町村民所得同様，熊本市周辺の嘉島町，
菊陽町，益城町で伸びが高いものの，全体的に経済活動が停滞している状況がうかがわれる。
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3．九州・山口における産業構造の変化

3.1　総生産額でみる産業別構成比
　次に，九州・山口の市町村間格差の要因として考えられる産業構造の違いを「経済活動別市
町村内総生産」の 2 時点（2001 年，2009 年）データを用いて分析を行う。
　「経済活動別市町村内総生産」は市町村内総生産額を産業別にみたもので，93SNA 分類の産
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業別 10 分類は市町村民経済計算の 6 分類に対応している（注4）　 。
　そして，九州・山口の市町村の産業構造の特性をみるために，平成 21 年度データによる特
化係数（帰属利子を除く構成比でみた九州・山口全体の平均に対する比率）を市町村ごとに算
出し，あわせて 2 時点間の変化の傾向をみた（表 1 ～ 6）。
　2010 年度の産業別特化係数を中心にみると，農林水産業に大きく特化しているのは，産山
村（熊本県），太良町（佐賀県），都農町（宮崎県）などで，南九州の鹿児島，宮崎県内市町村
が上位 20 市町村のうち 14 市町村を占めている。いずれの市町村も特化係数が上昇しており，
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農林漁業への特化が進んでいる状況にある。
　鉱工業に大きく特化しているのは，苅田町（福岡県），和木町（山口県），筑紫野市（福岡県）
などで，上位 20 市町村のうち福岡県内市町村が 6 市町村，山口県内市町村が 4 市町村を占め
ている。鉱工業への特化が進んでいるのは，苅田町，筑紫野市，菊陽町（熊本県）である。
　建設業に大きく特化しているのは，十島村（鹿児島県），三島村（鹿児島県），五木村（熊本
県）などで，上位 20 市町村のうち南九州の鹿児島，宮崎県内市町村が 10 市町村を占めている。
離島や規模が小さい市町村が多く，公共工事が主要産業となっている状況がうかがわれる。
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　卸小売業に特化している市町村は福岡県の市町村がほとんどで，上位 20 市町村のうち 11 市
町村を占めている。卸小売業への特化が進んでいるのは粕屋町（福岡県），志免町（福岡県），
新宮町（福岡県）などである。
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　サービス業に大きく特化しているのは，南小国町（熊本県），別府市（大分県），芦屋町（福
岡県）などで，上位 20 市町村のうち熊本県内市町村が 9 市町村，福岡県内市町村が 6 市町村
を占めている。
　その他の産業に大きく特化しているのは，玄海町（佐賀県），苓北町（熊本県），上関町（山
口県）など，原発を抱える市町村である。

3.2　市町村ごとの年度間比較
　次に，産業構造の変動（違い）を前回同様の指標を用いて指数化し，その変化をみた。計測
方法は以下である。
　これは， と の 2 つのシェアの差の 2 乗を合計し，値が 0 ～ 1 の間になるよう 2 で割り（マ
イナスのシェアを考えない場合，分子の最大値は 2 となるため），距離としてルートを取った
ものである。これによりシェアで表示された 2 つの分布構造の近さと遠さが％で表示される。
もちろん近ければ近いほど は小さな数字となる。
　ここでは，2001 ～ 09 年における産業構造の変動を指数化した。
　九州・山口全体の産業構造の変動率は 2001 ～ 09 年で 2.61％となっており，構造変化が停滞
していると思われる。また，九州・山口の 252 市町村のうち，2001 ～ 09 年の変動率が 10％を
超えているのは，42 市町村である。表 7 はそのうちの上位 20 位を示したものである。また，
これら市町村の市町村内総生産額の産業別シェアの変化をみたのが表 8 である。市町村によっ
て程度の違いはあるものの，変動の大きな要因は鉱工業，建設業の低迷とその受け皿となって
いる政府サービス生産者へのシフトであるといえる。
　変動が大きい 4 市町には，大分キャノン大分工場（国東市），サントリー九州工場（嘉島町
に 2003 年進出），田辺三菱製薬工場吉富工場（吉富町），ソニーセミコンダクタ九州熊本工場，
富士フィルム九州新工場（菊陽町に 2001 年以降進出）といった大規模工場が立地しているこ
とから，これら大規模工場の業況に産業構造はもちろんのこと，所得や生産にも大きく影響さ
れているのがうかがわれる。

3.3　九州・山口全体の産業構造との比較
　次に，各時点における各市町村と九州・山口全体（各市町村の合計から算出）との産業構造
の違いについて分析する。まず，九州・山口全体の産業構造を図 7 に示した。2009 年の九州・
山口の産業別シェアは，その他の産業が 28.2％，サービス業が 22.1％，鉱工業が 17.4％である。
2 時点を比較すると，建設業と卸売・小売業のシェアは低下傾向にあり，その他の産業のシェ
アが上昇傾向にある。
　表 9 は，九州・山口全体の産業別シェアを基準として産業構造の違いが大きい市町村の上位
20 位，表 10 は産業構造の違いが小さい市町村の上位 20 位までを示したものである。
　九州・山口全体との産業構造の違いが大きく，2001 年と比べて 2009 年のほうがより異
なっている（SD が上昇）している市町村に，苅田町（福岡県），十島村（鹿児島県），大和
村（鹿児島県）がある。苅田町は鉱工業（73.2％→ 85.6％）への偏重がさらに進んでおり，十
島村は建設業（45％）のシェアが高いことに加え，2009 年には政府サービス生産者（13.8％
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→ 32.3％）のシェアが急激に高まり，その他の産業のシェアが急落している。大和村は建設業
（26.5％→ 11.2％）から政府サービス生産者（33.7％→ 49.9％）への偏重が強まっている。
　表 10 でみるように，2009 年時点で九州・山口全体の産業構造との類似性が高い（SD が小さ
い）市町村は八代市（熊本県），下関市（山口県），大川市（福岡県），門川町（宮崎県），出水市

（鹿児島県），うきは市（福岡県），阿久根市（鹿児島県），日向市（宮崎県）などで，これらの市
町村以外では，日置市（鹿児島県），日田市（大分県）で九州・山口全体の産業構造との類似性
が強まっている。
　2001 年では類似性が高い市町村に含まれているが，2009 年で姿を消している市町村は，飯
塚市，武雄市，直方市，宇土市，都城市，岩国市，宇部市，嘉島市，遠賀町，柳川市などで，
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2001 年時点からサービス業やその他の産業のウェイトが高い市町村が多い。これは，他市町
村でサービス業やその他の産業へのシフトが強まったため，相対的にその位置づけが低下した
ものと思われる。

4．まとめ

　今回は九州・山口の 252 市町村における地域経済の状況を，所得・生産性格差と産業構造格
差から分析した。所得格差と生産性格差はほぼ同じような動きをしており，両者は連動してい
ることがわかる。将来的には，所得格差も生産性格差も拡大傾向を示すと分析しているが，こ
れはデータ収集期間中の年平均変化率をそのまま予測期間に使用しているためで，収集期間中
の変動が大きいとその影響が予測にも反映されてしまうためである。本文にも示したように，
収集期間中において，いくつかの市町村で経済の大きな動きがあり，もしより正確な予測を考
えるのであれば，この点に注意する必要があるだろう。
　九州・山口における産業構造の変化は小さいが，この 10 年足らずの間に産業構造が大きく
変化している市町村では，鉱工業を中心とする 2 次産業からサービス業への転換が産業構造の
変化を強く後押ししている状況がうかがわれる。
　今回は第 4 回と全く同じ分析をデータの範囲を変えて分析したが，福岡 1 県と複数県での分
析における決定的な違いとして，福岡県には全域を管轄する行政府が存在するのに対し，九州・
山口では全域を管轄する行政府が存在しないことがあげられる。もっとも，福岡県も北九州市
と福岡市の 2 つの政令指定都市をもっており，各種地域政策を行っていく上で，各行政府の間
の微妙な関係が政策に影響をもたらしていると考えられる。今回データを拡張した狙いの 1 つ
として道州制の可能性があげられる。福岡県のような各行政府の微妙な関係が，道州制で拡大
されるため，政策運営はさらに難しくなるかもしれない。しかしながら，県レベルではなく，
もっと広い範囲で産業政策や所得分配を考えることができるのであれば，地域住民により高い
メリットを提供できるのではなかろうか。

注

（注1）  前回同様に，このようなデータを扱う場合は物価指数を考慮した実質値を使う必要がある。しかし，今回
は，収集期間が短く，県ごとの物価指数の違いも大きくないことから，名目値のままで分析を行う。

（注2）   国勢調査就業者数は居住地ベースの就業者数であり，他市町村からの通勤者は含んでいない。
（注3）  収集したデータは，平成12年基準，93SNA分類による公表値とした。ただし，長崎県は遡及改定していない

（年度公表値）である。
（注4）  93SNA分類による産業別10分類と市町村民経済計算の6分類との対応は次のとおりである。（93SNA，以下

S）「農林水産業」→（市町村民経済計算，以下経）「農林水産業」，（S）「鉱業」「製造業」→（経）「鉱工業」，（S）「建
設業」→（経）「建設業」，（S）「電気・ガス・水道業」「金融・保険業」「不動産業」「運輸・通信業」→（経）「その他の
産業」，（S）「卸売・小売業」→（経）「卸売・小売業」，（S）「サービス業」→（経）「サービス業」。したがって，第3次
産業に該当する一部の産業が，「その他の産業」に位置づけられている点に注意しなければならない。
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